
原議保存期間 ５年(令和９年３月31日まで)

有 効 期 間 一種(令和９年３月31日まで)

各管区警察局広域調整担当部長 警 察 庁 丁 生 企 発 第 6 4 9 号

警 視 庁 生 活 安 全 部 長 殿 令 和 ３ 年 1 0 月 ８ 日

各道府県警察（方面）本部長 警察庁生活安全局生活安全企画課長

（参考送付先）

警察大学校生活安全教養部長

古物営業、質屋営業、警備業及び探偵業に係る旧姓記載等の運用について（通

達）

「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年12月25日閣議決定）及び「女性活躍・

男女共同参画の重点方針2021」（令和３年６月16日すべての女性が輝く社会づくり本

部・男女共同参画推進本部決定）においては、婚姻により改姓した人が不便さや不利

益を感じることのないよう、旧姓の通称使用の拡大やその周知に取り組むこととされ

ているところ、古物営業法施行規則（平成７年国家公安委員会規則第10号）別記様式

第２号の古物商許可証、同規則別記様式第３号の古物市場主許可証、質屋営業法施行

規則（昭和25年総理府令第25号）別記様式第１号の質屋許可証、警備業法施行規則（昭

和58年総理府令第１号）別記様式第２号の認定証、同規則別記様式第12号の警備員指

導教育責任者資格者証、同規則別記様式第20号の機械警備業務管理者資格者証、警備

員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）別記様式第６号の

合格証明書及び探偵業の業務の適正化に関する法律施行規則（平成19年内閣府令第19

号）別記様式第４号の探偵業届出証明書（以下「許可証等」という。）への旧姓（住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第30条の13にいう「旧氏」を指す。以下

同じ。）の併記又は許可証等に記載された旧姓の変更若しくは削除（以下「旧姓記載

等」という。）については、下記のとおりとするので、遺憾のないようにされたい。

記

１ 制度概要

許可証等の交付を受けている者又は許可証等の交付を受けようとする者の申請又

は届出（以下「申請等」という。）により、旧姓記載等を行うもの。

２ 旧姓記載等の方法

(1) 許可証等の交付に際して、旧姓記載等をする場合

許可証等の交付を受けようとする者が、許可証等への旧姓の記載を希望する場

合には、当該者による申請等を受け、許可証等の氏名欄に、「氏名［旧姓を使用

した氏名］」と記載することとする。

(2) 現に交付されている許可証等に旧姓記載等をする場合

ア 申請者等が、現に交付されている許可証等に記載された氏名について、旧姓

の併記を希望する場合には、許可証等の書換えの申請（探偵業にあっては変更

の届出）として受理するものとし、上記(1)と同様の方法により、旧姓を使用し

た氏名を併記することとする。



イ 申請者等が、現に交付されている許可証等の氏名と併せて記載された旧姓を

使用した氏名について、削除又は変更を希望する場合には、前記(2)アと同様の

手続により、「［旧姓を使用した氏名］」を削除し、又は前記(2)アと同様の方法

により、旧姓を使用した氏名の変更を行うこととする。

３ 旧姓確認のための添付書類

旧姓記載等（削除を除く。）に係る申請等があった場合、申請書等の提出時に添

付しなければならないとされている住民票の写しについては、旧姓が記載されたも

のの添付を求め、申請書等に記載された旧姓が真正なものであることを確認するこ

と。

なお、旧姓を使用した氏名の削除を希望する場合には、添付しなければならない

住民票の写しについて、旧姓が記載されたものであることを要しない。

４ その他

(1) 旧姓記載等の申請等の受理に当たっては、申請書等に「旧姓の記載を希望する。」

等の記載を求めることとする。

(2) 申請書等及び許可証等の記載例は、別添のとおりであるので参考とされたい。

【本件担当】

質屋・古物・探偵業係（800-3056）

警備業係（800-3022）



別記様式第１号その１(ア )（第１条の３関係）

資 料 区 分 １１ 受理年月日 5.令和 年 月 日

受理警察署 ( 署 )

許可証番号 許可年月日 5.令和 年 月 日

古 物 商
許可申請書

古物市場主

古物営業法第５条第１項の規定により許可を申請します。

●● 年 ●月 ●日

●●● 公安委員会 殿
申請者の氏名又は名称及び住所

●●●● ●●● ●●

許 可 の 種 類 1.古物商 2.古物市場主

(ﾌﾘｶﾞﾅ) コブツ タロウ［セイアン タロウ ］
氏 名

又 は 名 称 (漢 字) 古物 太郎［生安 太郎］

法人等の種別 1.株式会社 2.有限会社 3.合名会社 4.合資会社 5.その他法人 6.個人

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生 年 月 日

0 1 2 3 4 5 ●● ● ●

都道 市区
●●● ●●●●

府県 町村
住 所

又 は 居 所 ●●●

本(国 )籍 ( )
電話（●●●●）●● － ●●●●（内線 ）

行商をしようとする者であるかどうかの別 1.する 2.しない

主として取り 01 美 術 品 類 02 衣 類 03 時 計 ･ 宝 飾 品 類 04 自 動 車 05 自動二輪車･原付

扱おうとする 06 自 転 車 類 07 写真機類 08 事 務 機 器 類 09 機 械 工 具 類 10 道 具 類

古 物 の 区 分 11 皮革･ｺﾞﾑ製品類 12 書 籍 13 金 券 類 (いずれか1つに○を付けること)

種 別 1.代表者 2.役 員 3.法定代理人

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

代 氏 名
(漢 字)

表 西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生 年 月 日

0 1 2 3 4 5

者 都道 市区

府県 町村

等 住 所

本(国 )籍 ( )
電話（ ） － 番（内線 ）

記載要領
１ 最上段及び太枠右側の細枠内には記載しないこと。
２ 不要の文字は、横線で消すこと。
３ 数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。

※ 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、古物商許可証の氏名欄に旧姓を併記
することを希望します。



別記様式第６号その１(ア )（第５条関係）
資 料 区 分 ２１ 受理年月日 5.令和 年 月 日
受理警察署 ( 署 ) 書換交付日 5.令和 年 月 日

変更届出
書

書換申請

古物営業法第７条第２項の規定により変更の届出をします。
古物営業法第７条第５項の規定により許可証の書換えを申請します。

●● 年 ●月 ●日
●●● 公安委員会 殿

届出（申請）者の氏名又は名称及び住所

●●●● ●●● ●●

許 可 の 種 類 1.古物商 2.古物市場主
許 可 証 番 号 ●●●●●●●●●●●●
許 可 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 ●● 年 ● 月 ● 日

(ﾌﾘｶﾞﾅ) コブツ タロウ
氏 名

古物 太郎
又 は 名 称 (漢 字)

変更・書換事項
変 更 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 ● 年 ● 月 ● 日

(ﾌﾘｶﾞﾅ) コブツ タロウ［セイアン タロウ ］
氏 名
又 は 名 称 (漢 字) 古物 太郎［生安 太郎］

法 人 等 の 種 別 1.株式会社 2.有限会社 3.合名会社 4.合資会社 5.その他法人 6.個人
都道 市区
府県 町村

住 所
又 は 居 所

本(国 )籍 ( )
電話（ ） － 番（内線 ）

行商をする者であるかどうかの別 1.する 2.しない
01 美 術 品 類 02 衣 類 03 時 計 ･ 宝 飾 品 類 04 自 動 車 05 自動二輪車･原付

主として取り扱
06 自 転 車 類 07 写真機類 08 事 務 機 器 類 09 機 械 工 具 類 10 道 具 類

う 古 物 の 区 分
11 皮革･ｺﾞﾑ製品類 12 書 籍 13 金 券 類 (いずれか1つに○を付けること)

1.削除：従前の代表者等を削除(旧欄のみ記載)

変 更 区 分
2.追加：新たに代表者等を追加(新欄のみ記載)
3.変更：旧欄に記した人の届出事項を変更（新欄・旧欄ともに記載）
4.交替：従前の代表者等が退任するとともに、新たに代表者等が就任（新欄・旧欄ともに記載）

変 更 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 年 月 日
種 別 1.代表者 2.役 員 3.法定代理人

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
代 氏 名
旧 (漢 字)

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生年月日

0 1 2 3 4 5
表 種 別 1.代表者 2.役 員 3.法定代理人

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏 名

(漢 字)

者 西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
新 生年月日

0 1 2 3 4 5
都道 市区
府県 町村

等
住 所

本(国 )籍 ( )電話（ ） － 番（内線 ）

記載要領
１ 最上段及び太枠右側の細枠内には記載しないこと。
２ 不要の文字は、横線で消すこと。
３ 数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。

※ 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、古物商許可証の氏名欄に旧姓を併記
することを希望します。



別記様式第２号（第３条関係）
（表紙） （表紙内側）
11

第 ●●● 号

7 交付 ● 年 ● 月● 日

●●●公安委員会 印

7 古物商許可証

（表）

備考 １ 表紙は、紺色又は黒色の皮、レザー又はビニール製とし、金文字又は黄文字入りとする。

２ 用紙の白紙の部分の下の折り目が表紙内側の折り目と一致するように表紙内側の部分に用

紙の白紙の部分をはり付ける。

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。

４ 第２条第１号の美術品類のみを取り扱う者の許可証については、「古物商許可証」とある

のは、「美術品商許可証」とする。

５ 「異動事項」欄の印は、公安委員会又は警察署長の印とする。

氏 名 又 は 名 称 古物 太郎［生安 太郎］

●● 年 ●月 ●日生

住 所 又 は 居 所 ●●●

代 表 者 の 氏 名

代 表 者 の 住 所

行 商 す る ・ し な い

異 動 事 項 異動年月日 印

（裏）



別記様式第２０号その１

資 料 区 分 ３１ 受理年月日 5.令和 年 月 日

受理警察署 ( 署 )

許可証番号 許可年月日 5.令和 年 月 日

質屋許可申請書

質屋営業法第２条第１項の規定により許可を申請します。

●● 年 ●月 ●日

●●● 公安委員会 殿

申請者の氏名又は名称及び住所

●●●● ●●● ●●

(ﾌﾘｶﾞﾅ) シチヤ タロウ［セイアン タロウ］
氏 名

又 は 名 称 (漢 字) 質屋 太郎［生安 太郎］

法人等の種別 1.株式会社 2.有限会社 3.合名会社 4.合資会社 5.その他法人 6.個人

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生 年 月 日

0 1 2 3 4 5 ●● ● ●

都道 市区
●●● ●●●●

府県 町村

住 所

●●●

電話（●●●●）●● － ●●●●

本 （ 国 ） 籍 ●●●

(ﾌﾘｶﾞﾅ) ●●●

名 称
(漢 字) ●●●

営

（住所と同じ場合は、記載を要しない。）

業 都道 市区

府県 町村
所 在 地

所

電話（ ） － 番

種 別 1.代表者 2.業務を行う役員 3.法定代理人 5.管理者

(ﾌﾘｶﾞﾅ) ●● ●●

氏 名
(漢 字) ●● ●●

管

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生 年 月 日

理 0 1 2 3 4 5 ●● ● ●

都道 市区
●●● ●●●●

者 府県 町村

住 所

等 ●●●

電話（●●●●）●● － ●●●●

本 (国 )籍 ●●●

記載要領
１ 最上段の細枠内には記載しないこと。
２ 数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。

※ 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、質屋許可証の氏名欄に旧姓を併記する
ことを希望します。



別記様式第２１号その１
資 料 区 分 ３３ 受理年月日 5.令和 年 月 日
受理警察署 ( 署 )

許可申請書
営業内容の変更

届 出 書
許 可 証 の 書 換 申 請 書

第１項 許可の申請をします。
質屋営業法第４条 の規定により営業内容の変更の

第２項 届出をします。
質屋営業法第８条第２項の規定により許可証の書換えを申請します。

●● 年 ●月 ●日
●●● 公安委員会 殿

申請(届出)者の氏名又は名称及び住所

●●●● ●●● ●●

許 可 証 番 号 ●●●●●●●●●●●●
許 可 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 ●● 年 ● 月 ● 日

(ﾌﾘｶﾞﾅ) シチヤ タロウ
氏 名
又 は 名 称 (漢 字) 質屋 太郎

変更事項
変 更 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 ●年 ●月 ● 日

(ﾌﾘｶﾞﾅ) シチヤ タロウ［セイアン タロウ］
氏 名
又 は 名 称 (漢 字) 質屋 太郎［生安 太郎］

法 人 等 の 種 別 1.株式会社 2.有限会社 3.合名会社 4.合資会社 5.その他法人 6.個人
都道 市区
府県 町村

住 所

電話（ ） － 番

本 （ 国 ） 籍

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
名 称

(漢 字)
営

都道 市区
業 府県 町村

所 在 地

所

移転事由

1.削除：従前の管理者等を削除(旧欄のみ記載) 2.追加：新たに管理者等を追加(新欄のみ記載)
変 更 区 分

3.変更：旧欄に記した人の届出事項を変更（新欄・旧欄ともに記載）
4.交替：従前の管理者等が退任するとともに、新たに管理者等が就任（新欄・旧欄ともに記載）

変 更 年 月 日 3.昭和 4.平成 5.令和 年 月 日
種 別 1.代表者 2.業務を行う役員 3.法定代理人 5.管理者

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏 名

旧 (漢 字)
管

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
生年月日

0 1 2 3 4 5
種 別 1.代表者 2.業務を行う役員 3.法定代理人 5.管理者

理 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
氏 名

(漢 字)

西暦 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日
者 生年月日

0 1 2 3 4 5
新 都道 市区

府県 町村
住 所

等

電話（ ） － 番

本(国)籍

記載要領
１ 最上段の細枠内には記載しないこと。
２ 不要の文字は、横線で消すこと。
３ 数字を付した欄は、該当する数字を◯で囲むこと。
４ 各「変更年月日」欄には、当該事項の変更があった年月日を記載すること。

※ 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、質屋許可証の氏名欄に旧姓を併記する
ことを希望します。



第１号（許可証）

（表紙） （表紙内側）

← 11 →

↑
第 ●●● 号

交付 ●年 ●月 ●日

7

●●● 公安委員会印

↓

↑

7 質 屋 許 可 証

↓

（表） （裏）

異動事項 異動年月日 印

法人の場合は、名称、主たる本籍（ ）
事務所の所在地

●●●

住所（法人の場合は、代表者の住所）
●●●
氏名（法人の場合は、代表者の氏名）
質屋 太郎［生安 太郎］

●年●月●日生
営 業 所 の 名 称 ●●●
営 業 所 の 所 在 地 ●●●
管理者の住所、氏名 ●●●
法 定 代 理 人 の 本 籍 、
住所、氏名

備考 １ 表紙は、黒色の皮、レザー又はビニール製とし、金文字又は黄文字入りとする。

２ 用紙は、洋紙とする。

３ 用紙の白紙の部分の下の折り目が表紙内側の折り目と一致するように表紙内側の白紙の部

分に用紙の白紙の部分をはりつける。

４ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。

５ 異動事項欄の印は、公安委員会（警察署長に委任した場合は、警察署長）の印とする。



警備業法             の規定により                       の申請をします。 

 

別記様式第１号（第３条関係） 

※ 資料区分  ※ 受理警察署       （      署） 

※ 受理番号  ※ 受理年月日    年   月   日 

※ 認定証交付公安委員会   ※ 認定年月日    年   月   日 

※ 認定証の番号         ※ 更新年月日    年   月   日 

 

 

認       定 

認 定 証 更 新 

 

 

            第５条第１項             認定   

            第７条第１項             認定証の有効期間の更新 

                                                                   令和●年●月●日 

      ● ● 県公安委員会 殿 

                                                         申請者の氏名又は名称及び住所 

 

                                                                                      
 

（フリガナ）               

氏名又は名称 

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

 警備 太郎［生安 太郎］ 

住    所  ●●●●●●●● 

電話  （●●●●）●● － ●●●● 番  
※       

法人等の種別 １．個人 ２．株式会社 ３．持分会社 ４．財団法人 ５．社団法人 

９．その他 

 

（申請者が個人の場合のみ記載） 

生 年 月 日             明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日  ※ 
 

        
１ ２ ３ ４ ５ ● ●  ● ●  ● ●  

 

（認定証の有効期間の更新の申請の場合のみ記載） 

 現に有する認定証を交付した公安委員会の名称 公安委員会 

 現に有する認定証の番号  

 

 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、認定証の氏名欄に旧姓を併記することを希望します。 

申 請 書 



認 定 証       申 請 書 

別記様式第３号（第７条、第20条関係） 

※ 受理警察署       （       署） 

※ 受理番号  ※ 受 理 年 月 日           年   月   日 

※ 再 交 付 年 月 日              年   月   日 ※ 書 換 え 年 月 日            年   月   日 

                                          

                                          
 

再 交 付 

書 換 え 

 

 

            第５条第５項             再交付   

            第１１条第３項                  書換え 

                                                                  令和●年●月●日 

● ● 県公安委員会 殿 

                                                        申請者の氏名又は名称及び住所 

 

                                                             ●●●●●● 

 

（ フ リ ガ ナ ）                  

氏名又は名称                

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

 警備 太郎［生安 太郎］ 

主 

た 

る 

営 

業 

所 

名   称  ●●●●●●●● 

所  在  地  ●●●●●●●● 

 

電話  （●●●●）●● － ●●●● 番 

認定証の番号                ● ● ● ● ● ● ● ●  

 再交付又は書換え 

 を申請する事由 

 

 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、認定証の氏名欄に旧姓を併記するこ
とを希望するため。 

 

 新：警備 太郎［生安 太郎］ 

 旧：警備 太郎 

 

記載要領 

    １ ※印欄には、記載しないこと。 

  ２ 不要の文字は、横線で消すこと。 

  ３ 「再交付又は書換えを申請する事由」欄には、再交付の申請にあつては亡失又は滅失の状況を、

書換えの申請にあつては変更事項が明確に分かるように新旧の別を記載すること。 

４ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 

備考 

    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

警備業法               の規定により認定証の      を申請します。 



別記様式第２号（第５条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 

    １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 中央部に日章の地模様を入れる。 

  
 

第
●
●
●
●
号 

   
 
 
 
 
 
 

認 
 
 
 

定 
 
 
 

証 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住 
 
 
 

所 

●
●
●
●
●
●
●
● 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏
名
又
は
名
称 

警
備 

太
郎
［
生
安 

太
郎
］ 

   
 
 

警
備
業
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
三
条
各
号
に
掲
げ
る 

  
 

者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
せ
ず
、
警
備
業
の
要
件
を
備
え
て
い
る
こ
と
を
認
定 

  
 

す
る
。 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令
和
●
年
●
月
●
日
か
ら 

 
 
 

有
効
期
間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令
和
●
年
●
月
●
日
ま
で 

  

●  

● 

県 

公 

安 

委 

員 

会 

印 

 



別記様式第13号（第42条、第63条関係） 

※ 資料区分  ※ 受理警察署       （      署） 

※ 受理番号  ※ 受理年月日    年   月   日 

※ 資格 １．警備員指導教育責任者  ２．機械警備業務管理者 

※ 資格者証交付年月日    年   月   日 ※ 種別  

※ 資格者証交付公安委員会   ※ 資格者証の番号       

 
 

警備員指導教育責任者 

機械警備業務管理者                     
 
 

          第４２条第１項                         警備員指導 

          第６３条第１項において準用する同令第４２条第１項        機械警備業 
 
 

 教育責任者               

 務管理者 
 

                                                                   令和●年●月●日 
 

● ● 県公安委員会 殿 
 

                                                        申請者の氏名 
                               ●● ●● 

                                                                                        
 

（フリガナ） 

氏   名 

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

 警備 太郎［生安 太郎］ 

住   所  ●●●●●●●● 

 

電話   （●●●●）●● － ●●●●  番 

生 年 月 日           明治 大正 昭和 平成 令和 年  月 日  

１ ２ ３ ４ ５ ● ●  ● ●  ● ●  

本籍又は国籍  

 ●●●● 

※ 

       

 
 

講 

 

習 

講習を行つた公安委員会の名称 ● ● 県公安委員会 

 修了証明書の番号 ● ● ● ● ● ●  

 修了証明書の交付年月日  ● ●  年  ● ●  月  ● ●  日  

 

（警備員指導教育責任者資格者証の交付を受けようとする場合） 

受けようとする警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分 １号  ２号  ３号  ４号 

 

記載要領 

  １ ※印欄には、記載しないこと。 
  ２ 不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。 
    ３ 「講習」欄の記載は、警備員指導教育責任者講習又は機械警備業務管理者講習の課程を修了した

者のみ行うこと。 
  ４ 「受けようとする警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分」欄中の「１号」とは法

第２条第１項第１号の警備業務の区分を、「２号」とは同項第２号の警備業務の区分を、「３号」
とは同項第３号の警備業務の区分を、「４号」とは同項第４号の警備業務の区分をいう。 

 
備考 
    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 
 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、警備員指導教育責任者資格者証の氏名欄に旧姓を併記す
ることを希望します。 

資格者証交付申請書 

警備業法施行規則                               の規定により 

資格者証の交付を申請します。 



別記様式第14号（第43条、第63条関係） 

※ 資料区分  ※ 受理警察署       （      署） 

※ 受理番号  ※ 受理年月日    年   月   日 

※ 資格  １．警備員指導教育責任者  ２．機械警備業務管理者 

※ 種別  ※ 資格者証交付公安委員会   

※ 書換え年月日    年   月   日  

                                                
 

警備員指導教育責任者 

機械警備業務管理者                     
 
 

第２２条第５項                         警備員指導教育責任者 

第４２条第３項において準用する同法第２２条第５項        機械警備業務管理者 

 
                  
資格者証の書換えを申請します。 
                
 

                                                       令和●年●月●日 

 

● ● 県公安委員会 殿 
 

                                                        申請者の氏名 

                               ●● ●● 

                                                                                         

 (フリガナ) 

 氏     名 

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

 警備 太郎［生安 太郎］ 

 住     所  ●●●●●●●● 

 

電話   （●●●●）●● － ●●●●  番 

 生 年 月 日           明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日  

 １ ２ ３ ４ ５ ●● ●● ●● 

本籍又は国籍 
 ●●●● 

※ 

       

 
警備員指導教育責任者 

機 械 警 備 業 務 管 理 者 
資格者証の番号 

●  ● ● ● ● ● 

書換えを申請 

する事由 

 

 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、警備員指導教育責任者資格者証の氏名欄
に旧姓を併記することを希望するため。 

 

 新：警備 太郎［生安 太郎］ 

 旧：警備 太郎 

 

（警備員指導教育責任者資格者証の書換えの場合） 

警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分  １号  ２号  ３号  ４号 

 
記載要領 
  １ ※印欄には、記載しないこと。 
    ２ 不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。 
  ３ 「書換えを申請する事由」欄には、変更事項が明確に分かるように新旧の別を記載すること。 
  ４  「警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分」欄中の「１号」とは法第２条第１項第

１号の警備業務の区分を、「２号」とは同項第２号の警備業務の区分を、「３号」とは同項第３号
の警備業務の区分を、「４号」とは同項第４号の警備業務の区分をいう。 

５ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 
備考 
    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

警備業法                          の規定により 

資格者証書換え申請書 



別記様式第12号（第41条関係） 

 

 

 

 

  第●●●●●号 

 

 

 

 

 

 

警備員指導教育責任者資格者証 

 

 

 

 

 

  警備業務の区分 ●号警備業務 

 

   

 

本 籍   ●●●●●●●● 

 

 

 

  氏 名   警備 太郎［生安 太郎］ 

 

 

 

 

                         平成●年●年●日生 

 

 

 

 

   警備業法第２２条第１項に規定する警備員指導教育責任者としての資格 

 

を有するものであることを証する。 

 

 

 

   令和●年●月●日 

 

 

 

● ● 県 公 安 委 員 会 印 

 

 

 

 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 中央部に日章の地模様を入れる。 



別記様式第20号（第62条関係） 

 

 

 

 

      第●●●●●号 

 

 

 

 

 

 

機械警備業務管理者資格者証 

 

 

 

 

 

 

 

本 籍  ●●●●●●●● 

 

 

 

         氏 名  警備 太郎［生安 太郎］ 

 

 

 

 

                      平成●年●年●日生 

 

 

 

 

警備業法第４２条第１項に規定する機械警備業務管 

 

 

理者としての資格を有するものであることを証する。 

 

 

 

          令和●年●月●日 

 

 

 

● ● 県 公 安 委 員 会 印 

 

 

 

 

備考 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 中央部に日章の地模様を入れる。 



別記様式第７号（第14条関係） 

※ 資料区分  ※ 受理警察署       （      署） 

※ 受理番号  ※ 受理年月日    年   月   日 

※ 合格証明書の番号       ※  検定年月日    年   月   日 

※ 合格証明書交付公安委員会   ※ 合格証明書交付年月日    年   月   日 

 

 

合 格 証 明 書 交 付 申 請 書 

 

 

   警備業法第２３条第４項の規定により合格証明書の交付を申請します。 

 

                                                                     令和●年●月●日 

 

● ● 県公安委員会 殿 

 

                                                        申請者の氏名 ●● ●● 

 

                                                                                         

（フリガナ）               

氏     名 

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

 警備 太郎 ［生安 太郎］ 

住     所  ●●●●●●●● 

 

 電話   （●●●●）●● － ●●●●   番 

生 年 月 日             明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日  

 

 

 

１ ２ ３ ４ ５ ● ●  ● ●  ● ●  

本籍又は国籍 

 

   ●●● ※  

        

  
  交付を受けよ 

 うとする警備 

 業務の種別 

 

空港保安 施  設 雑  踏 交通誘導 核 燃 料 物 質 等 貴 重 品             

警備業務 警備業務 警備業務 警備業務  危険物運搬警備業務 運搬警備業務 

  
※  

 合格証明書の 

 交付を受けよ 

 うとする検定 

 の区分 

 

 １級   ２級 

  

※  

成績証明書を添付して申請しようとする者の記載欄 

 

 交付を行った公安委員会の名称 

 

● ● 県 公安委員会 

 成績証明書の番号 ● ● ● ● ● ●  

 成績証明書の交付年月日 平成 ● ●  

 

年
●
ま
ｒ  

● ●  月  ● ●  日   

 講習会修了証明書を添付して申請しようとする者の記載欄 

 

 交付を行った登録講習機関の名称 

 

 ●●●● 

 講習会修了証明書の番号  ● ● ● ● ● ●  

 講習会修了証明書の交付年月日  ● ●  年  ● ●  月  ● ●  日   

 備考 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ 不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、合格証明書の氏名欄に旧姓を併記することを希望し

ます。 



別記様式第８号（第15条関係） 

※ 資料区分  ※ 受理警察署       （      署） 

※ 受理番号  ※ 受理年月日    年   月   日 

※ 合格証明書交付公安委員会   ※ 合格証明書の番号       

※ 書換え年月日    年   月   日  

 

合 格 証 明 書 書 換 え 申 請 書 
                          

   警備業法第２３条第５項において準用する同法第２２条第５項の規定により合格証明書の書換えを

申請します。 
 

                                                                令和●年●月●日 

● ● 県公安委員会 殿 
 

                                                        申請者の氏名 
  ●● ●● 

                                                                         

（フリガナ）               

氏     名 

ケ イ ビ  タ ロ ウ ［ セ イ ア ン  タ ロ ウ ］  

警備 太郎［生安 太郎］ 

住      所 ●●●●●●●● 

 

 電話 （●●●●）●● － ●●●●  番 

生 年 月 日             明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日  

 

 

 

１ ２ ３ ４ ５ ●● ●● ●● 

本籍又は国籍 
●●●● 

※  

        

  
 

 

 

合
格 

証 

明 

書 

警備業務 

の種別 

 

空港保安 施  設 雑  踏 交通誘導 核 燃 料 物 質 等 貴 重 品 

警備業務 警備業務 警備業務 警備業務  危険物運搬警備業務 運搬警備業務 

  
※  

 

検定の区分 

 

 １級   ２級  

※  

交    付 

年 月 日 

昭和 

平成 

令和 

         

合格証明書番号  

      
● ●  年  ● ●  月  ● ●  日  ● ● ● ● ● ●   号  

             

 書換え事項             新 旧 

 
 

警備 太郎［生安 太郎］ 

 

 

 

 警備 太郎 

 

 書換えを申請 

 する事由 
 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、合格証明書の氏名欄に旧姓を併記する
ことを希望するため。 

  

 備考 

１ ※印欄には、記載しないこと。 

２ 不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を○で囲むこと。 

３ 所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 



別記様式第６号（第13条関係） 

 
（表） 

 

 

第●●●●●●号 

 

 

合  格  証  明  書 
 

 

           警備業務の種別及び検定の区分 ●●●● ●級 

 

写 真    住所 ●●●●●●●● 

           氏名 警備 太郎［生安 太郎］ 

                   （平成●年●月●日生） 
             

    押 出 し 

    スタンプ                                                     

 
 

 
  令和●年●月●日 

                      ● ● 県公安委員会 印 

 

85.6 

 

 

（裏） 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

 

 

備考 図示の長さの単位は、ミリメートルとする。 

54.0 

備 考 



別記様式第１号（第２条関係）

※ 資料区分 ※ 受理警察署 （ 署）

※ 受理番号 ※ 受理年月日 年 月 日

探 偵 業 開 始 届 出 書

探偵業の業務の適正化に関する法律第４条第１項の規定により届出をします。

●● 年 ●月 ●日

●●● 公安委員会 殿

届出者の商号、名称又は氏名及び住所

●●●● ●●●●

（フリガナ） タ ン テ イ タ ロ ウ ［ セ イ ア ン タ ロ ウ ］

商号、名称

又 は 氏 名 探偵 太郎［生安 太郎］

住 所

●●●●

電話 （ ●● ）●●●－●●●番 ※

法人等の種別 １．個人 ２．株式会社 ３．持分会社 ４．財団法人 ５．社団法人

９．その他

（届出者が個人の場合のみ記載）

生 年 月 日 明治 大正 昭和 平成 令和 年 月 日 ※

１ ２ ３ ４ ５ ● ● ●

名 称 ●●●

※

営 所 在 地 ●●●

業 電話 （ ●● ）●●●－●●●番 ※

設 置 年 月 日 平成 ● 年 ● 月 ● 日

所 種 別 １．主たる営業所 ２．その他の営業所

広 告 又 は 宣 伝

を す る 場 合 に ●●●

使 用 す る 名 称

※ 氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、探偵業届出証明書の氏名欄に旧姓を併記すること
を希望します。



別記様式第３号（第３条関係）

※ 資料区分

※ 受理警察署 （ 署）

※ 受理番号 ※ 受理年月日 年 月 日

探 偵 業 変 更 届 出 書

探偵業の業務の適正化に関する法律第４条第２項の規定により届出をします。

●● 年 ●月 ●日

●●● 公安委員会 殿

届出者の商号、名称又は氏名及び住所

●●●● ●●●●

（ フ リ ガ ナ ） タ ン テ イ タ ロ ウ ［ セ イ ア ン タ ロ ウ ］

商号、名称又は氏名

探偵 太郎［生安 太郎］

探偵業届出証明書の番号 ● ● ● ● ● ● ● ●

営 名 称

●●●●

業

所 在 地

所 ●●●●

電話 （ ●● ）●●●－●●●番

変 更 年 月 日 令和 ● 年 ● 月 ● 日

変 更 の 事 由

氏名欄の括弧内は旧姓を使用した氏名であり、探偵業届出証明書の氏名欄に、

括弧内の旧姓を使用した氏名の併記を希望するため。

（商号、名称又は氏名に変更があった場合）

（フリガナ） タ ン テ イ タ ロ ウ

商号、名称

旧 又 は 氏 名 探偵 太郎

法人等の種別 １．個人 ２．株式会社 ３．持分会社 ４．財団法人 ５．社団法人

９．その他

（フリガナ） タ ン テ イ タ ロ ウ ［ セ イ ア ン タ ロ ウ ］

商号、名称

新 又 は 氏 名 探偵 太郎［生安 太郎］

法人等の種別 １．個人 ２．株式会社 ３．持分会社 ４．財団法人 ５．社団法人

９．その他

（住所に変更があった場合）

住 所

旧

住 所

新

電話 （ ） － 番 ※



別記様式第４号（第４条関係）

第●●●●●●●号

探偵業届出証明書

下記の探偵業については、 ●●年 ●月 ●日付けで探偵業の業務の適正化に

第１項
関する法律第４条 の規定により届出書を提出したことを証明する。

第２項

法第４条第１項の届出書を提出

した年月日(当該届出書の提出 ●●年 ●月 ●日 （第●●●●●●●号）

に係る探偵業届出証明書の番号)

商 号 、 名 称 又 は 氏 名

(法人にあっては、代表者の氏名) 探偵 太郎［生安 太郎］

営 業 所 の 名 称 ●●●●

営 業 所 の 所 在 地 ●●●●

営 業 所 の 種 別 ●●●●

広告又は宣伝をする場合

に 使 用 す る 名 称 ●●●●

●●年 ●月 ●日

●●● 公安委員会 印

備考

１ 「営業所の所在地」欄には、当該営業所が入居する建物の名称及び当該営業所の建物

内の位置についても記載すること。

２ 不要の文字は、横線で消すこと。

３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。


